














１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、一部の国内連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。 

２．「ヘ．その他」は、中小企業退職金共済制度への掛金支払額であります。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度

（平成22年３月31日） 

イ．退職給付債務（百万円）  △16,474  △17,479

ロ．年金資産（百万円）  6,687  7,922

ハ．未積立退職給付債務（百万円）（イ＋ロ）  △9,786  △9,557

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円）  3,647  2,779

ホ．未認識過去勤務債務（百万円）  406  348

ヘ．退職給付引当金（百万円）（ハ＋ニ＋ホ）  △5,732  △6,429

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

イ．勤務費用（百万円）  799  845

ロ．利息費用（百万円）  300  305

ハ．期待運用収益（百万円）  △268  △200

ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  341  552

ホ．過去勤務債務の費用処理額（百万円）  58  58

ヘ．その他（百万円）  59  61

ト．退職給付費用（百万円） 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 
 1,290  1,622

  
前連結会計年度

（平成21年３月31日） 
当連結会計年度

（平成22年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率 2.0％ 同左 

ハ．期待運用収益率 3.0％ 同左 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年 同左 

ホ．過去勤務債務の額の処理年数 10年 同左 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日)  

当連結会計年度 
（平成22年３月31日)  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

   (百万円)

繰延税金資産   

海外投資等損失引当金   2,253

税務上の繰越欠損金  14,097

退職給付引当金  2,102

役員退職慰労引当金  233

たな卸資産過年度費用  967

廃鉱費用引当金  1,814

その他  8,339

繰延税金資産小計  29,807

評価性引当額  △18,457

繰延税金資産合計  11,350

繰延税金負債   

探鉱準備金  △9,554

その他有価証券評価差額金  △59,427

固定資産圧縮積立金  △161

その他  △352

繰延税金負債合計  △69,495

繰延税金負債の純額  △58,145

  

  (百万円)

繰延税金資産   

海外投資等損失引当金  2,358

税務上の繰越欠損金  12,711

退職給付引当金  2,357

固定資産減価償却費  2,424

役員退職慰労引当金  280

たな卸資産過年度費用  966

廃鉱費用引当金  1,881

その他  6,826

繰延税金資産小計  29,806

評価性引当額  △17,618

繰延税金資産合計             12,187

繰延税金負債  

探鉱準備金  △10,230

その他有価証券評価差額金  △59,894

固定資産圧縮積立金 

その他 

 △154

△889

繰延税金負債合計  △71,169

繰延税金負債の純額  △58,981

（注） 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

（注） 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

  (百万円)

流動資産－繰延税金資産  1,315

固定資産－繰延税金資産  648

固定負債－繰延税金負債  △60,108

  (百万円)

流動資産－繰延税金資産  1,336

固定資産－繰延税金資産  1,332

流動負債－その他 

固定負債－繰延税金負債 

 

 

△263

△61,386

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率  36.2

（調整）   

子会社欠損金に係る税効果未

認識 

 8.6

新鉱床探鉱費の特別控除  △13.7

受取配当金益金不算入  △4.4

税務上の繰越欠損金の利用  △13.6

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
 1.0

持分法の適用に係る連結調整

項目 
 0.5

評価性引当額の変動  7.0

その他  △0.8

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
 20.8

  

  (％)

法定実効税率  36.2

（調整）   

子会社欠損金に係る税効果未

認識  

 4.6

新鉱床探鉱費の特別控除  △9.9

受取配当金益金不算入  △4.3

税務上の繰越欠損金の利用  △7.4

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目  
 1.1

持分法の適用に係る連結調整

項目 
 △3.6

その他  2.3

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
 19.0
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める石油・天然ガス関

連事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．所在地別セグメント情報は、前連結会計年度における全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えていたため、記載を省略しておりました

が、当連結会計年度において連結子会社であるJapan Canada Oil Sands Limitedの売上高の増加による北

米地域の売上高の増加等により、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％以下となったた

め、記載しております。 

なお、前連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

２．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

３．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、カナダ 

その他………中国、インドネシア、フィリピン、リビア他 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円）  

北米 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円）  

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

  売上高              

(1) 外部顧客に対する売

上高  
 172,989  20,373  8,764  202,127  －  202,127

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高  
 26  －  －  26  (26)  －

  計     173,015    20,373    8,764    202,153    (26)    202,127

  営業費用     159,452    15,137    7,480    182,070    (33)    182,036

  営業利益     13,562    5,235    1,284    20,082    7    20,090

Ⅱ 資産     515,545    16,246    8,828    540,620    (40,176)    500,444

  日本 
（百万円）

北米 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 

全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する売

上高 
   187,615    13,265    6,758    207,638    －    207,638

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
   36    －    395    431    (431)    －

  計    187,651    13,265    7,153    208,070    (431)    207,638

  営業費用    166,579    13,650    8,217    188,447    (434)    188,012

  営業利益    21,072    (385)    (1,064)    19,623    2    19,625

Ⅱ 資産    619,951    16,209    20,583    656,744    (35,797)    620,946
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。  

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米…………米国、カナダ 

その他………中国、インドネシア、フィリピン、リビア他 

  

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 東南アジア…………インドネシア 

(2) 東アジア……………中国 

(3) 北米…………………米国、カナダ 

(4) 欧州…………………ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 東南アジア…………インドネシア 

(2) 東アジア……………中国 

(3) 北米…………………米国、カナダ 

(4) 欧州…………………ロシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

  
日本 

（百万円） 

北米 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

  売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  159,765  19,446  540  179,752  －  179,752

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 33  －  －  33  (33)  －

  計    159,799    19,446    540    179,786    (33)    179,752

  営業費用    146,680    16,870    3,097    166,648    (14)    166,633

営業利益 (又は営業損失)    13,119    2,576    (2,557)    13,138    (19)    13,119

Ⅱ 資産    532,570    23,417    9,340    565,328    (44,319)    521,009

【海外売上高】

  東南アジア 東アジア 北米 欧州 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,494  8,764  20,373  49,835  80,468

Ⅱ 連結売上高（百万円）          202,127

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 0.74  4.34  10.08  24.65  39.81

  東南アジア 東アジア 北米 欧州 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,129  540  19,446  34,303  55,419

Ⅱ 連結売上高（百万円）          179,752

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 0.63  0.30  10.82  19.08  30.83
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

  

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

（注）１.取引条件及び取引条件の決定方針等 

Kangean Energy Indonesia Ltd.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しております。 

２.Kangean Energy Indonesia Ltd.は、持分は100分の20未満であるが、実質的な影響力を持っているた

め、関連会社としたものであります。なお、議決権の所有割合の[ ]内は、緊密な者又は同意してい

る者の所有割合で外数となっております。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

１．関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

（注）１.取引条件及び取引条件の決定方針等 

Kangean Energy Indonesia Ltd.及びEMP Exploration(Kangean)Ltd.に対する資金の貸付については、

市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２.Kangean Energy Indonesia Ltd.及びEMP Exploration(Kangean)Ltd.は、持分は100分の20未満である

が、実質的な影響力を持っているため、関連会社としたものであります。なお、議決権の所有割合の

[ ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1) 親会社情報 

 該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)

関連会社 

Kangean 
Energy 
Indonesia 

Ltd. 

米国 

デラウェア州 

千米ドル 

  10

石油資源 

の探鉱開

発、生産 

－ 

[100.00] 

役員の兼任 

資金の貸付 
資金の貸付  3,617

関係会社 

長期貸付金 
 7,062

種類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高

(百万円)

関連会社 

Kangean 
Energy 
Indonesia 

Ltd. 

米国 
デラウェア州 

千米ドル 

  10

石油資源 
の探鉱開

発、生産 

－ 

[100.00] 

役員の兼任 
資金の貸付 

資金の貸付  1,160 長期貸付金  8,230

関連会社 

EMP  

Exploration 
(Kangean)  

Ltd. 

英国 
ロンドン 

英ポンド 

  100

石油資源 
の探鉱開

発、生産 

－ 

[100.00] 

役員の兼任 
資金の貸付 

資金の貸付  773 長期貸付金  5,486
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(2) 重要な関連会社の要約財務情報 

当連結会計年度において、重要な関連会社である日本海洋掘削㈱を含む、すべての持分法適用関連会社

（12社）の要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

流動資産合計      56,880 百万円 

固定資産合計      80,702 百万円 

  

流動負債合計      19,541 百万円 

固定負債合計      49,379 百万円 

  

純資産合計       68,662 百万円  

  

売上高         55,787 百万円 

税引前当期純利益金額   6,587 百万円 

当期純利益金額      5,881 百万円 

  

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭6,486 85

１株当たり当期純利益金額 円 銭219 77

１株当たり純資産額 円 銭6,839 05

１株当たり当期純利益金額 円 銭313 88

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年４月１日  
至 平成22年３月31日） 

当期純利益（百万円）  12,560  17,939

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  12,560  17,939

期中平均株式数（千株）  57,153  57,152
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 該当事項はありません。 

  

 （注） １．平成27年に返済期限を迎える長期借入金のうち、7,000百万円につきましては、契約により返済期限前に

償還される可能性があります。 

     ２．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。  

     ３．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務

を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

     ４．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。 

  

当連結会計年度における四半期情報 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  －  －  － － 

１年以内に返済予定の長期借入金  2,278  2,278  0.93 － 

１年以内に返済予定のリース債務  24  63  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  25,325  24,471  1.05 平成23年～28年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  97  347  － 平成23年～33年 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  27,725  27,160 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  778  3,494  3,494  10,494

リース債務  67  67  53  36

（２）【その他】

  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

  
自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円）  37,790  32,777  48,277  60,908

税金等調整前四半期純利益金

額（百万円） 
 4,586  393  5,897  12,490

四半期純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（百万円） 
 4,106  △607  4,746  9,694

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（百万円） 

 71.85  △10.63  83.05  169.62
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,194 3,032

売掛金 ※2  13,533 ※2  11,964

有価証券 5,568 5,069

商品及び製品 4,159 4,466

原材料及び貯蔵品 4,953 4,298

前渡金 0 －

前払費用 401 400

繰延税金資産 1,104 1,073

未収収益 36 52

短期貸付金 20,466 28,494

関係会社短期貸付金 715 1,275

未収入金 1,139 4,432

立替金 ※2  1,037 ※2  1,287

その他 4,918 890

流動資産合計 65,229 66,736

固定資産   

有形固定資産   

建物 18,654 20,167

減価償却累計額 △9,269 △9,685

建物（純額） 9,384 10,481

構築物 114,389 117,210

減価償却累計額 △77,086 △82,770

構築物（純額） 37,302 34,440

坑井 51,129 58,630

減価償却累計額 △35,238 △41,022

坑井（純額） 15,890 17,608

機械及び装置 79,023 83,946

減価償却累計額 △39,707 △44,811

機械及び装置（純額） 39,315 39,135

船舶 14 19

減価償却累計額 △13 △14

船舶（純額） 0 4

車両運搬具 37 31

減価償却累計額 △23 △23

車両運搬具（純額） 13 8

工具、器具及び備品 10,617 11,149

減価償却累計額 △7,877 △7,638

工具、器具及び備品（純額） 2,740 3,510

土地 12,801 12,418

リース資産 43 115

減価償却累計額 △5 △20

リース資産（純額） 37 95

建設仮勘定 4,594 7,013

掘さく仮勘定 445 73

有形固定資産合計 122,527 124,789
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

無形固定資産   

借地権 178 138

ソフトウエア 1,038 1,228

その他 29 44

無形固定資産合計 1,246 1,412

投資その他の資産   

投資有価証券 202,703 207,145

関係会社株式 72,455 71,207

長期貸付金 975 968

関係会社長期貸付金 17,582 19,445

長期前払費用 1,585 1,451

その他 2,794 2,807

貸倒引当金 △33 △24

海外投資等損失引当金 △20,515 △17,424

投資その他の資産合計 277,547 285,576

固定資産合計 401,321 411,777

資産合計 466,550 478,514

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  5,768 ※2  1,438

1年内返済予定の長期借入金 2,278 2,278

リース債務 8 20

未払金 ※2  5,464 ※2  2,443

未払費用 ※2  5,869 ※2  4,971

未払法人税等 10 1,737

預り金 173 211

役員賞与引当金 78 87

災害損失引当金 188 －

その他 1 4

流動負債合計 19,840 13,192

固定負債   

長期借入金 25,325 24,471

リース債務 29 71

繰延税金負債 60,001 61,432

退職給付引当金 5,038 5,676

役員退職慰労引当金 513 635

廃鉱費用引当金 4,462 4,564

その他 348 316

固定負債合計 95,718 97,170

負債合計 115,559 110,363
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,288 14,288

利益剰余金   

利益準備金 3,572 3,572

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金 399 399

探鉱準備金 16,948 18,205

特別償却準備金 72 48

固定資産圧縮積立金 283 271

探鉱投資等積立金 47,246 47,246

別途積立金 141,600 156,600

繰越利益剰余金 20,904 20,768

利益剰余金合計 231,027 247,112

自己株式 △9 △10

株主資本合計 245,307 261,390

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 105,684 106,736

繰延ヘッジ損益 － 24

評価・換算差額等合計 105,684 106,760

純資産合計 350,991 368,151

負債純資産合計 466,550 478,514
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

製品売上高 83,214 76,767

商品売上高 69,455 49,076

その他 5,149 5,238

売上高合計 157,818 131,082

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 3,809 4,151

当期製品製造原価 46,752 45,504

合計 50,562 49,656

製品他勘定振替高 ※1  1,648 ※1  2,011

製品期末たな卸高 4,193 4,480

製品評価損 42 24

製品売上原価 44,763 43,189

商品売上原価   

商品期首たな卸高 7 8

当期商品仕入高 ※4  67,424 ※4  47,261

合計 67,431 47,270

商品他勘定振替高 ※1  1 ※1  3

商品期末たな卸高 8 12

商品評価損 － 1

商品売上原価 67,422 47,256

原材料評価損 558 354

売上原価合計 112,743 90,799

売上総利益 45,075 40,283

探鉱費   

探鉱費 8,351 5,684

探鉱補助金 △343 △468

探鉱費合計 8,007 5,215

販売費及び一般管理費   

販売費 15,206 16,146

一般管理費 ※3  8,823 ※3  7,770

販売費及び一般管理費合計 ※2  24,029 ※2  23,917

営業利益 13,037 11,150

営業外収益   

受取利息 928 818

有価証券利息 182 79

受取配当金 ※4  13,909 ※4  9,334

海外投資等損失引当金戻入額 － 3,090

その他 1,870 1,331

営業外収益合計 16,891 14,655
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 493 290

有価証券評価損 292 11

海外投資等損失引当金繰入額 31 －

廃鉱費用引当金繰入額 1,797 654

為替差損 1,223 1,197

その他 644 151

営業外費用合計 4,483 2,305

経常利益 25,445 23,500

特別利益   

前期損益修正益 － ※5  147

固定資産売却益 ※6  0 ※6  0

補助金収入 191 －

災害損失引当金戻入額 － 95

その他 － 9

特別利益合計 191 252

特別損失   

固定資産除却損 ※7  3,037 ※7  287

固定資産売却損 ※8  0 －

減損損失 ※9  2,432 ※9  567

過年度退職給付費用 － 231

特別損失合計 5,469 1,086

税引前当期純利益 20,167 22,666

法人税、住民税及び事業税 △32 3,358

法人税等調整額 1,628 937

法人税等合計 1,595 4,296

当期純利益 18,571 18,370
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 （注）※１．物品費のうち主なものは、ＬＮＧ等の原料費、自社使用ガス原価、消耗品費であります。 

※２．経費のうち主なものは、外注工事費、修繕費、石油石炭税、歩油歩ガス代であります。 

※３．部門間振替高のうち主なものは、補助部門費及び共通費の配賦であります。 

※４．他勘定振替高のうち主なものは、共同作業費の他社負担分戻入及び固定資産への振替であります。 

５．原価計算の方法は、製品別単純総合原価計算であります。 

  

【製造原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 物品費 ※１  20,856  44.5  16,903  38.4

Ⅱ 人件費    2,536  5.4  2,782  6.3

Ⅲ 経費 ※２  13,009  27.7  12,741  29.0

Ⅳ 減価償却費    10,497  22.4  11,557  26.3

 合計    46,898  100.0  43,985  100.0

部門間振替高 ※３  2,357    3,041   

他勘定振替高 ※４  2,504    1,521   

当期製品製造原価    46,752    45,504   
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,288 14,288

当期末残高 14,288 14,288

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,572 3,572

当期末残高 3,572 3,572

その他利益剰余金   

海外投資等損失準備金   

前期末残高 399 399

当期末残高 399 399

探鉱準備金   

前期末残高 17,800 16,948

当期変動額   

探鉱準備金の積立 5,300 4,700

探鉱準備金の取崩 △6,151 △3,443

当期変動額合計 △851 1,256

当期末残高 16,948 18,205

特別償却準備金   

前期末残高 96 72

当期変動額   

特別償却準備金の取崩 △24 △24

当期変動額合計 △24 △24

当期末残高 72 48

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 295 283

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △11 △11

当期変動額合計 △11 △11

当期末残高 283 271

探鉱投資等積立金   

前期末残高 47,246 47,246

当期末残高 47,246 47,246

別途積立金   

前期末残高 131,600 141,600

当期変動額   

別途積立金の積立 10,000 15,000

当期変動額合計 10,000 15,000

当期末残高 141,600 156,600
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 13,732 20,904

当期変動額   

探鉱準備金の積立 △5,300 △4,700

探鉱準備金の取崩 6,151 3,443

特別償却準備金の取崩 24 24

固定資産圧縮積立金の取崩 11 11

別途積立金の積立 △10,000 △15,000

剰余金の配当 △2,286 △2,286

当期純利益 18,571 18,370

当期変動額合計 7,172 △136

当期末残高 20,904 20,768

利益剰余金合計   

前期末残高 214,742 231,027

当期変動額   

探鉱準備金の積立 － －

探鉱準備金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △2,286 △2,286

当期純利益 18,571 18,370

当期変動額合計 16,285 16,084

当期末残高 231,027 247,112

自己株式   

前期末残高 △7 △9

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 △2 △0

当期末残高 △9 △10

株主資本合計   

前期末残高 229,023 245,307

当期変動額   

剰余金の配当 △2,286 △2,286

当期純利益 18,571 18,370

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 16,283 16,083

当期末残高 245,307 261,390
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 179,791 105,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △74,107 1,052

当期変動額合計 △74,107 1,052

当期末残高 105,684 106,736

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 24

当期変動額合計 － 24

当期末残高 － 24

評価・換算差額等合計   

前期末残高 179,791 105,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △74,107 1,076

当期変動額合計 △74,107 1,076

当期末残高 105,684 106,760

純資産合計   

前期末残高 408,814 350,991

当期変動額   

剰余金の配当 △2,286 △2,286

当期純利益 18,571 18,370

自己株式の取得 △2 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △74,107 1,076

当期変動額合計 △57,823 17,160

当期末残高 350,991 368,151
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。） 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。 

同左 

  (1) 商品及び製品 

先入先出法 

(1) 商品及び製品 

同左 

  (2) 原材料及び貯蔵品 

移動平均法 

(2) 原材料及び貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法  

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

仙台パイプライン、白石・郡山間ガ

スパイプライン、札幌鉱業所の生

産、販売用資産（管理用資産を除

く）及び平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法、その他の資産に

ついては、定率法を採用しておりま

す。 

主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物         ２～50年 

構築物        ３～60年 

坑井           ３年 

機械及び装置     ２～13年 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

仙台パイプライン、白石・郡山間ガ

スパイプライン、北海道鉱業所管内

の資産及び平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法、その他の資

産については、定率法を採用してお

ります。 

主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物         ２～50年 

構築物        ３～60年 

坑井           ３年 

機械及び装置     ２～13年 
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 項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

   

（追加情報） 

法人税法の改正を契機として見直し

を行い、当事業年度より一部の機械

及び装置の耐用年数を変更しまし

た。 

これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。 

（会計方針の変更） 

当社の札幌鉱業所の管理用資産につ

いては、従来、定率法を採用してお

りましたが、平成21年10月26日に札

幌鉱業所の事務所を北海道札幌市か

ら北海道苫小牧市に移転し、鉱業所

の名称を北海道鉱業所に改称すると

ともに、北海道鉱業所管内の主力事

業である勇払地区の各生産・製造プ

ラント操業への管理部門によるサポ

ート体制の強化を目的として、組織

上、管理部門と各生産・製造プラン

トとの一元化を行ったことに伴い、

当事業年度より、北海道鉱業所の管

理用資産については、生産、販売用

資産と統一するために定額法に変更

しております。 

これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。  

  

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウエアについては

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(3) リース資産   

同左 
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 項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

５．繰延資産の処理方法 (1) 開発費 

発生時に全額を費用処理しておりま

す。 

(1) 開発費 

同左 

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員賞与引当金  

役員賞与の支給に備えるため、期末

における支給見込額を計上しており

ます。 

(2) 役員賞与引当金  

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員等の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌年度から費用処理する

こととしております。 

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を発生年度から費用

処理しております。 

  

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

なお、これによる営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益に与える影

響はありません。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (5) 海外投資等損失引当金 

資源開発関係投融資の評価額の低下

に対応して、投融資先各社の資産状

態を検討のうえ、純資産基準により

計上しております。 

(5) 海外投資等損失引当金 

同左 

  

  (6) 廃鉱費用引当金 

今後発生する廃鉱費用に備えるた

め、廃鉱計画に基づき当該費用の見

積り額を期間を基準に計上しており

ます。 

(6) 廃鉱費用引当金 

同左 

  (7) 災害損失引当金 

新潟県中越沖地震に伴う復旧費用等

の支出に備えるため、期末における

見積り額を計上しております。 

──────── 

７．収益及び費用の計上基準 長期の大規模工事（工期１年超、請負金

額30億円以上）については工事進行基準

を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法） 

その他の工事 

工事完成基準 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、長期の大規模工事（工期

１年超、請負金額30億円以上）につい

ては工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しており

ましたが、「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）を

当事業年度より適用し、当事業年度に

着手した工事契約から、当事業年度末

までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。 

なお、当事業年度においては該当事項

がないため、これによる売上高、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。  
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、金利スワップについて特

例処理の要件を満たしている場合に

は特例処理を、為替予約について振

当処理の要件を満たしている場合に

は振当処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ、為替予

約、外貨預金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…借入金、買掛金 ヘッジ対象…同左 

  (3) ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに金融収支改

善のため、また、外貨建債権債務の

為替リスクを回避する目的で、対象

資産・負債及び予定取引数量の範囲

内でヘッジを行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

当社の行っている金利スワップは、

想定元本、取引期間、金利交換日等

が原資産及び原負債と概ね一致して

いるため、事前にヘッジ指定を行

い、これをもって有効性判定に代え

ております。また、特例処理によっ

ている金利スワップ及び振当処理に

よっている為替予約については、有

効性の評価を省略しております。外

貨預金についてもヘッジ手段とヘッ

ジ対象の重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始以降のキャッシュ・フロ

ー変動を相殺できるため有効性の評

価を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響は軽微であります。 

────── 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

 １．偶発債務として次の銀行借入等に対する保証債務が

あります。 

 １．偶発債務として次の銀行借入等に対する保証債務が

あります。 

  百万円

サハリン石油ガス開発㈱  11,627

インペックス北カスピ海石油㈱  3,983

従業員（住宅資金借入）  1,191

東北天然ガス㈱  1,127

合計  17,929

  百万円

サハリン石油ガス開発㈱  8,077

インペックス北カスピ海石油㈱  5,299

従業員（住宅資金借入）  959

東北天然ガス㈱  922

合計  15,258

※２．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

資産及び負債は次のとおりであります。 

※２．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する主な

資産及び負債は次のとおりであります。 

  百万円

流動資産   

売掛金  1,574

立替金  300

流動負債   

買掛金  378

未払金  611

未払費用  1,518

  百万円

流動資産   

売掛金  1,300

立替金  299

流動負債   

買掛金  733

未払金  307

未払費用  1,070

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく期末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく期末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  百万円

当座貸越極度額の総額  21,200

借入実行残高  －

差引額  21,200

  百万円

当座貸越極度額の総額  21,200

借入実行残高  －

差引額  21,200
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  百万円

製品   

自社使用額  1,142

減耗費  597

その他  △92

合計  1,648

商品   

減耗費  1

合計  1

  百万円

製品   

自社使用額  1,612

減耗費  485

その他  △87

合計  2,011

商品   

減耗費  3

合計  3

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額の内訳

は、次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額の内訳

は、次のとおりであります。 

  百万円

役員報酬  470

役員賞与引当金繰入額  78

役員退職慰労引当金繰入額  161

従業員等給与  3,420

退職給付費用  312

賃借料及び使用料  1,746

外注工事費  2,820

運賃  3,628

減価償却費  6,639

開発費償却額  411

  百万円

役員報酬  491

役員賞与引当金繰入額  87

役員退職慰労引当金繰入額  155

従業員等給与  3,490

退職給付費用  410

賃借料及び使用料  1,715

外注工事費  2,455

修繕料  1,199

運賃  3,714

減価償却費  7,369

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 百万円596 一般管理費に含まれる研究開発費 百万円425

※４．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で、営業費用及び営業外収

益には次の関係会社に係るものが含まれておりま

す。 

※４．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で、営業費用及び営業外収

益には次の関係会社に係るものが含まれておりま

す。 

  百万円

商品仕入高  4,955

受取配当金  9,456

  百万円

商品仕入高  5,268

受取配当金  1,338

  なお、上記以外の関係会社に対する営業外収益の

合計額が営業外収益総額の100分の10を超えてお

り、その金額は1,520百万円であります。 

────── ※５．前期損益修正益147百万円は、前事業年度に計上し

た固定資産除却損のうち北海道石狩市に建設を予定

していた小型のＬＮＧサテライト基地建設中止の見

込額が確定したことによる戻入益であります。 

※６．固定資産売却益の主な内容は、土地、構築物、機械

及び装置、工具、器具及び備品であります。 

※６．固定資産売却益の主な内容は、車両運搬具でありま

す。 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※７．固定資産除却損の主な内容は次のとおりでありま

す。 

※７．固定資産除却損の主な内容は次のとおりでありま

す。 

  百万円

建設仮勘定  2,820

構築物  105

機械及び装置  43

建物  36

ソフトウエア  11

工具、器具及び備品  9

その他  10

  百万円

建物  27

構築物  22

坑井  2

機械及び装置  140

工具、器具及び備品  77

ソフトウエア  17

※８．固定資産売却損の主な内容は機械及び装置でありま

す。 

────── 

※９．減損損失 

減損損失を認識した主な資産グループの概況 

資産のグルーピング方法 
 当社は事業用資産において、事業区分をもとに、概
ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位
ごとに、遊休資産においては、個別物件単位で資産の
グルーピングを行っております。 
減損損失の認識に至った経緯 
 当事業年度に減損処理の対象となる固定資産（建設
仮勘定）は平成20年５月に採掘を目的として開坑した
北海道勇払鉱場の沼ノ端８号井であります。同坑井は
同年12月に掘さく工事を終えたものの、商業量に足る
生産量が得られず、坑井の一部区間を廃坑しました。
廃坑区間の掘さくに要した費用を固定資産除却損とし
て計上する一方、廃坑区間以外の区間の坑井について
は現時点で今後の有効な利用計画が無く、遊休資産で
あることから、減損損失を認識いたしました。 
 なお当該資産の回収可能価額はその資産価値をゼロ
評価としております。 

用途 場所 

減損損失 

種類 
金額 

(百万円) 

遊休 
資産 

勇払鉱場 
（北海道 

苫小牧市） 

建設仮勘定  2,396

計  2,396

※９．減損損失 

減損損失を認識した主な資産グループの概況 

資産のグルーピング方法 
 当社は事業用資産において、事業区分をもとに、概
ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位
ごとに、遊休資産においては、個別物件単位で資産の
グルーピングを行っております。 
減損損失の認識に至った経緯 
 上記の遊休資産は、当事業年度末時点において、具
体的な利用計画がなく、かつ、市場価格が帳簿価額を
下回っていることから、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上
しております。 
 減損損失の内訳は、建物９百万円、土地383百万
円、建設仮勘定174百万円であります。 
 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価
額により測定しております。正味売却価額は、土地及
び建物については原則として固定資産税評価額とし、
建設仮勘定についてはゼロ評価としております。 
  

用途 場所 

減損損失 

種類 
金額 

(百万円) 

遊休 

資産 

北海道 

札幌市 
土地  219

静岡県 

伊東市 

土地 

及び建物 
 173

北海道 
苫小牧市 

建設仮勘定  174

計  567
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加376株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加178株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式（注）  1,407  376  －  1,783

合計  1,407  376  －  1,783

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式（注）  1,783  178  －  1,961

合計  1,783  178  －  1,961
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（新リース会計基準適用開

始前の通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っているもの） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引（新リース会計基準適用開

始前の通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っているもの） 

（借主側） （借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具  249  140  108

工具、器具及 
び備品  20  17  3

合計  269  157  111

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具  208  137  70

合計  208  137  70

 (注) 取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

 (注)          同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内  39

１年超  72

合計  111

  百万円

１年内  29

１年超  41

合計  70

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法によっておりま

す。 

（注）                  同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  百万円

支払リース料  109

減価償却費相当額  109

  百万円

支払リース料  38

減価償却費相当額  38

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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前事業年度(平成21年３月31日)  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

  

当事業年度(平成22年３月31日)  

子会社株式及び関連会社株式  

(注) １．上記株式は、日本海洋掘削㈱であります。同社は平成21年12月17日に東京証券取引所市場第一部に 

株式を上場いたしました。  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式  

  

  
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表

の「子会社株式及び関連会社株式」には含めておりません。  

  

（有価証券関係）

  
貸借対照表 
計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

関連会社株式 314 26,183 25,869 

合計 314 26,183 25,869 

区分 貸借対照表計上額(百万円) 

子会社株式 

関連会社株式 

43,697 

27,194 
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳は次のとおりであります。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳は次のとおりであります。 

  (百万円)

繰延税金資産   

海外投資等損失引当金限度超

過額 
 4,169

退職給付引当金限度超過額  1,824

減価償却費限度超過額  1,754

たな卸資産過年度費用否認額  967

投資有価証券評価損否認額  692

廃鉱費用引当金有税引当額  1,615

固定資産減損損失否認額  883

その他  2,517

繰延税金資産小計  14,424

評価性引当額  △3,990

繰延税金資産合計  10,434

繰延税金負債   

探鉱準備金  △9,392

海外投資等損失準備金  △227

固定資産圧縮積立金  △161

特別償却準備金  △41

その他有価証券評価差額金  △59,426

その他  △84

繰延税金負債合計  △69,332

繰延税金負債の純額  △58,897

  (百万円)

繰延税金資産   

海外投資等損失引当金  2,974

退職給付引当金  2,055

固定資産減価償却費  2,398

たな卸資産過年度費用  966

投資有価証券評価損  618

廃鉱費用引当金  1,652

固定資産減損損失  1,115

その他  2,260

繰延税金資産小計  14,042

評価性引当額  △3,935

繰延税金資産合計  10,107

繰延税金負債   

探鉱準備金  △10,067

海外投資等損失準備金  △227

固定資産圧縮積立金  △154

特別償却準備金  △27

その他有価証券評価差額金  △59,893

その他  △98

繰延税金負債合計  △70,467

繰延税金負債の純額  △60,359

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳は次のとお

りであります。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった項目別の内訳は次のとお

りであります。 

  

  (％) 

法定実効税率  36.2

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
 0.5

受取配当金益金不算入  △20.6

新鉱床探鉱費の特別控除  △11.6

住民税均等割等  0.1

評価性引当額の変動  3.3

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
 7.9

  (％) 

法定実効税率  36.2

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
 1.0

受取配当金益金不算入  △8.4

新鉱床探鉱費の特別控除  △9.5

住民税均等割等  0.1

評価性引当額の変動  △0.2

その他  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
 19.0
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭6,141 26

１株当たり当期純利益金額 円 銭324 95

１株当たり純資産額 円 銭6,441 53

１株当たり当期純利益金額 円 銭321 42

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純利益（百万円）  18,571  18,370

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  18,571  18,370

期中平均株式数（千株）  57,153  57,152
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【株式】 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 
株式数
（株） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

国際石油開発帝石㈱  267,233.00     183,321

サハリン石油ガス開発㈱  32,658.00  3,265

東京電力㈱  1,300,627.00  3,241

関西電力㈱  892,758.00  1,912

インペックス北カスピ海石油㈱  26,890.00  1,344

㈱みずほフィナンシャルグループ優先株式  1,000,000.00  1,000

アンゴラ石油㈱  15,680.00  884

中部電力㈱  250,000.00  584

日本インドネシア石油協力㈱  2,484,675.00  500

太陽石油㈱優先株式  5.00  500

三菱商事㈱  200,000.00  490

日本海エル・エヌ・ジー㈱  925,000.00  462

武田薬品工業㈱  98,000.00  403

マーレイ石油㈱  6,892.00  344

四国電力㈱  100,000.00  264

東北電力㈱  114,455.00  226

三菱瓦斯化学㈱  327,540.00  184

北海道電力㈱  90,200.00                161

その他29銘柄  1,769,487.00  1,127

計  9,902,100.00  200,220
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【債券】 

  

【その他】  

  

銘柄 券面総額 
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

三井住友銀行ユーロ円建永久劣後債 1,000百万円  994

米国財務省証券 7百万US$  808

Black Diamond Capital Funding I,Ltd.ユー

ロ円債 
500百万円  483

The Goldman Sachs Group, Inc.ユーロ円債 600百万円  315

エヌ・ティ・ティ・ドコモ 第16回普通社債 300百万円  308

東京電力 第495回普通社債 300百万円  307

関西電力 第459回普通社債 300百万円  307

東京電力 第499回普通社債 300百万円  305

日本電信電話 第57回普通社債 300百万円  305

東京瓦斯 第24回普通社債 200百万円  206

東京電力 第498回普通社債 200百万円  203

新日本石油 第25回普通社債 200百万円  203

東京電力 第505回普通社債 200百万円  202

九州電力 第372回普通社債 200百万円  201

その他３銘柄 300百万円  310

計 
4,900百万円 

7百万US$ 
 5,465

種類及び銘柄 投資口数等 
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（投資組合）   

ソフトバンク・インターネットファンド 1口  31

（投資信託受益証券）   
  

JPモルガン円建てキャッシュ・リクイディ 

ティ・ファンド 
5,038,531,263口  5,038

小計 －  5,069

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券）     

JP Morgan Multi-Strategy Fund  2,073口  686

JP Morgan Multi-Strategy Fund Series A          2,474口      318

ＭＨＡＭ株式オープン 286,530,000口  196

日経225連動型上場投資信託 14,000口  157

大和住銀ジャパン・スペシャル 100,000,000口  99

小計 －  1,459

計 －  6,529
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 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

坑   井：沼ノ端SK-9D号井掘さく工事         百万円 

      沼ノ端SK-10aD号井掘さく工事      百万円 

機械及び装置：紫雲寺鉱場再配置工事            百万円 

建設仮勘定：片貝鉱場生産設備増強工事       百万円 

            勇払CO2排出削減設備工事        百万円 

掘さく仮勘定：沼ノ端SK-9D号井掘さく工事       百万円 

      沼ノ端SK-10aD号井掘さく工事      百万円  

２．「当期減少額」欄の()内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物  18,654 1,693
(65)

180
20,167  9,685  559 10,481

構築物  114,389 3,026 204 117,210  82,770  5,864 34,440

坑井  51,129 7,830 329 58,630  41,022  6,110 17,608

機械及び装置  79,023 5,784 861 83,946  44,811  5,820 39,135

船舶  14 5 － 19  14  1 4

車両運搬具  37 － 6 31  23  5 8

工具、器具及び備品  10,617 1,656 1,124 11,149  7,638  799 3,510

土地   12,801 0
 (383)

383
12,418  －  － 12,418

リース資産  43 72 0 115  20  14 95

建設仮勘定  4,594 23,777
(174)

21,359
7,013  －  － 7,013

掘さく仮勘定  445 7,859 8,232 73  －  － 73

有形固定資産計  291,749 51,708
(622)

32,681
310,776  185,987  19,176 124,789

無形固定資産               

借地権  － － － 138  －  － 138

ソフトウエア  － － － 2,106  878  403 1,228

その他  － － － 61  16  2 44

無形固定資産計  － － － 2,306  894  405 1,412

長期前払費用  1,585 161 296 1,451  －  － 1,451

繰延資産               

開発費  － 4 4 －  －  － －

繰延資産計  － 4 4 －  －  － －

3,724

3,969

1,514

3,359

1,331

3,362

3,815
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 （注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権回収に伴う戻入であります。 

２．海外投資等損失引当金の当期減少額（その他）は、投資先会社の財務状態の改善に伴う取崩であります。 

３．災害損失引当金の当期減少額（その他）は、復旧工事の終了に伴う戻入によるものであります。  

   

【引当金明細表】

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  33  0  －  9  24

海外投資等損失引当金  20,515  465  －  3,556  17,424

役員賞与引当金  78  87  78  －  87

災害損失引当金  188  －  92  95  －

役員退職慰労引当金  513  155  33  －  635

廃鉱費用引当金  4,462  654  552  －  4,564
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ａ．資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  －

預金の種類   

当座預金  75

普通預金  2,933

定期預金  22

別段預金  1

計  3,032

合計  3,032

相手先 金額（百万円） 

東北電力㈱  1,511

北海道瓦斯㈱  1,432

昭和シェル石油㈱  1,296

東北天然ガス㈱  989

北陸瓦斯㈱  716

その他  6,018

合計  11,964

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D)
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

 13,533  135,912  137,481  11,964  92.0  34.2
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ハ．商品及び製品  

ニ．原材料及び貯蔵品 

  

ホ．短期貸付金 

  

区分 金額（百万円） 

商品   

 液化天然ガス  10

計  10

製品   

 天然ガス  3,766

 原油  614

 液化天然ガス  75

計  4,455

合計  4,466

区分 金額（百万円） 

原材料   

 液化天然ガス  1,348

 液化石油ガス  27

計  1,375

貯蔵品   

 パイプ  660

 採取採油機  583

 工作用品他  540

 掘さく機部品  318

 計測試験用品及び薬品  236

 パイプ取付具  185

 セメント及び調泥剤  168

 ビット  95

 ポンプ部品  70

 電気機器用品  49

 その他  15

計  2,922

合計  4,298

区分 金額（百万円） 

現先取引  28,494

合計  28,494
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ヘ．関係会社株式 

  

ｂ．負債の部 

イ．買掛金 

ロ．長期借入金 

 （注）メリルリンチ日本ファイナンス㈱をエージェントとし、三井生命保険㈱、㈱西日本シティ銀行他４社からのロー

ンにより構成される協調融資です。 

  

区分 金額（百万円） 

Energi Mega Pratama Inc.  21,219

カナダオイルサンド㈱  10,736

日本海洋石油資源開発㈱  9,861

㈱ジャペックスリビア  7,200

㈱ユニバースガスアンドオイル  3,274

Japex（U.S.）Corp.  3,219

㈱地球科学総合研究所  3,100

白根瓦斯㈱  3,000

㈱ジャペックスBlockA  2,510

JJI S&N B.V.  1,947

その他  5,136

合計  71,207

相手先 金額（百万円） 

日本海洋石油資源開発㈱  374

新日本石油㈱  308

エスケイ産業㈱  241

三菱瓦斯化学㈱  198

㈱ユニバースガスアンドオイル  109

その他  206

合計  1,438

相手先 金額（百万円） 

シンジケートローン（注）  7,000

㈱日本政策投資銀行  3,888

㈱みずほコーポレート銀行  3,721

㈱日本政策金融公庫（国際協力銀行）  3,210

㈱三菱東京UFJ銀行  2,791

その他  3,860

合計  24,471
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ハ．繰延税金負債 

  

 該当事項はありません。 

  

区分 金額（百万円） 

繰延税金負債（固定負債）  70,453

繰延税金資産（固定資産）  △9,020

合計  61,432

（３）【その他】
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 （注） 単元未満株主の権利に関する定款の定め 

当社は単元未満株主の権利に関し、定款で次のとおり定めております。 

（単元未満株式についての権利） 

第９条 本会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することが

できない。 

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号  

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座）  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所                ―――――― 

買取手数料 当社株式取扱規則に定める株式の売買の委託に係る手数料相当額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 

2010/06/23 16:07:2609626423_有価証券報告書_20100623160646

- 122 -



 当社は親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度（第39期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出。 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

 平成21年６月25日関東財務局長に提出。 

(3) 四半期報告書及び確認書 

（第40期第１四半期）（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）平成21年８月13日関東財務局長に提出。 

 (第40期第２四半期）（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）平成21年11月12日関東財務局長に提出。 

（第40期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）平成22年２月10日関東財務局長に提出。 

  

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

  平成21年６月24日

石油資源開発株式会社   

  取締役会 御中    

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 湯本 堅司  印  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 古杉 裕亮  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石油資源開発株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい
て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石油
資源開発株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、石油資源開発株式会社の平成

21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、石油資源開発株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ
り、その原本は当社が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

  平成22年６月23日

石油資源開発株式会社   

  取締役会 御中    

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 梅村 一彦  印  

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 古杉 裕亮  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石油資源開発株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい
て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石油
資源開発株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、石油資源開発株式会社の平成

22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、石油資源開発株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ
り、その原本は当社が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書   

  平成21年６月24日

石油資源開発株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 湯本 堅司  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 古杉 裕亮  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石油資源開発株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石油資源

開発株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書   

  平成22年６月23日

石油資源開発株式会社   

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 梅村 一彦  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 古杉 裕亮  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる石油資源開発株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、石油資源

開発株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注）１．上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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